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令和４年労働組合基礎調査結果(道内集計分) 

 

経済部労働政策局  
雇用労政課雇用労政係  
        内線 ２６―７７３  

 

Ⅰ 調査の概要 
  この調査は、全国におけるすべての労働組合を対象に組合数、組合員数、適用法規、加盟上部 

組合等の状況を把握することを目的として、厚生労働省が毎年６月 30 日現在で実施している
「労働組合基礎調査」の道内分を集計したものである。 

  ただし、船員法に規定する労働組合については、一部を除き、この調査結果には含まれない。  
  なお、推定組織率は、船員法に規定する労働組合を含めて算出している。 
 
 

Ⅱ 用語の定義 

 
   労 働 組 合     → 労働者が主体となって、自主的に労働条件の維持改善、その他経済的地位の 

向上を図ることを目的として組織する団体またはその連合団体で、独自の活動 
を行える体制が備わっているものをいう。 

 
単位組織組合   →  労働組合の規約上、当該組織の構成員が労働者の個人加入の形式をとり、独

自の活動を行い得る下部組織を持たない組合をいう。 
                         例えば、中小企業の労働組合にみられる１企業１事業所の労働者で組織され

ており、支部、分会など下部組織を持たない組合である。 
 

単一組織組合   →  労働組合の規約上、当該組織の構成員が労働者の個人加入の形式をとり、か
つ、その内部に単位組織組合に準じた機能を持つ組織(支部、分会等)を有する
組合をいう。 

                       なお、単一組織組合の各組織段階のうち、最上部組織を本部、独自の活動を
行える最下部組織を単位扱組合、中間組織を連合扱組合という。 

 
                       本調査では、単位組織組合及び単一組織組合の最下部組織 (単位扱組合)を合

わせて、 単位労働組合 と呼称し、特にことわりのない限り、「労働組合(員)数」
は、単位労働組合(員)数を指す。 
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Ⅲ 調査結果の概要 

 
１ 組織の状況  

令和４年６月 30 日現在の北海道の単位労働組合数(単位組織組合及び単一組織組合の単位扱  
組合の総数)は 2,836 組合、組合員数は 310,083 人で、前年に比べ組合数は 38 組合(前年比 

1.3％)減少し、組合員数は 10,494 人(前年比 3.3％)減少した。 
また、推定組織率(雇用労働者数に占める組織労働者の割合)は 16.7％で、前年同様となっ

た。 
 
 第１表 労働組合数、労働組合員数及び推定組織率の推移  

年 
労 働 組 合 数 労 働 組 合 員 数 雇  用 

労 働 者 数  
推 定 
組織率  対 前 年 差  対 前 年 比   対 前 年 差  対 前 年 比  

   
29 
30 
元 
2 
3 
４ 

    組合 
3,113  
3,059  

  3,000  
2,932  
2,874  
2,836  

         組合 

△    23 
△    54 
△    59 
△    68 
△   58 
△   38 

     ％ 

△   0.7  
△   1.7  
△   1.9  
△   2.3  
△   2.0  
△   1.3  

       人 
323,424 
325,363 
324,269 
325,910 
320,577 
310,083 

       人 
220  

    1,939  
△   1,094  
  1,641  

△   5,333  
△  10,494  

     ％ 
0.1  

  0.6  
 △   0.3  

0.5  
△   1.6  
△   3.3  

    千人 
1,994 
2,019 
1,942 
1,934 
1,925 
1,870 

     ％ 
16.3 
16.2 
16.8 
16.9 
16.7 
16.7 

 (注)１ 雇用労働者数は、｢国勢調査｣及び｢労働力調査｣の数値をもとに推計。 
  2  推定組織率は、労働組合基礎調査の対象外である海員組合を含めて算出。 
 
 
 第１図 雇用労働者数、労働組合員数及び推定組織率の推移 
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２  産業別組織の状況  
産業別の組合員数は、卸売業･小売業が 71,281 人で全体の 23.0％を占め最も多く、 次いで公務が 

 42,541 人（構成比 13.7％）、運輸業､郵便業 31,490 人（同 10.2％）、医療､福祉 25,058 人（同
8.1％）、製造業 23,834 人(同 7.7％)、金融業･保険業 21,955 人（同 7.1％）などとなっている。 

また、パートタイム労働者の組合員数は、53,336 人で労働組合員数全体(310,083 人)の 17.2％と  
なっている。 

    産業別のパートタイム労働者の組合員数をみると、卸売・小売業が最も多く  37,376 人（当該産業
における組合員構成比 52.4％）、次いで宿泊業、飲食サービス業 4,733 人（同 82.3％）などとなっ
ている。 
 

  
   第２表  産業別単位労働組合、組合員数及びパートタイム労働者の組合員数  

区   分 

合   計 うちパートタイム労働者 

組合数 組合員数 
 

組合数 組合員数 
 

対前年比  比 率 

 
全  産   業  

組合   

 2,836  

人        ％ 
310,083  (100.0) 

   ％ 

△  3.3  
       組合 
    388 

         人 
 53,336 

      ％ 
 17.2 

 
農 業 ・ 林 業 
漁      業 
鉱業・採石業、砂利採取業 
建   設   業 
製   造   業 
電 気 ･ｶﾞｽ･熱 供 給 ･水 道 業 

情 報 通 信 業 
運 輸 業 、 郵 便 業 
卸 売 業 ･ 小 売 業 
金 融 業 ・ 保 険 業 
不動 産、 物品 賃貸 業 
学術研究、専門・技術サービス業 
宿泊業、飲食サービス業  
生活関連サービス業、娯楽業 
教 育 、 学 習 支 援 業 
医 療 、 福 祉 
複 合 サ ー ビ ス 事 業 
サ ー ビ ス 業 
公      務 
分 類 不 能 の 産 業 
 

 
     63  
       2  
      4   

     133  
     259  
     128  
       80  
     516  
     237  
     195  

      9  
      81  
      14  

    21  
     160  
     269  
     160  
       82  
     368  
      55  

 

 
   1,176  (    0.4) 
     42  (    0.0) 

      121  (    0.0) 
  20,960  (   6.8) 
  23,834  (    7.7) 
    8,209  (    2.6) 
   7,919  (    2.6) 
 31,490  (   10.2) 
 71,281 （  23.0) 
 21,955  (   7.1) 
    722  (    0.2) 
  3,591  (    1.2) 
  5,752  (    1.9) 

  688  (    0.2) 
 15,051  (    4.9) 
 25,058  (    8.1) 
 21,173  (    6.8) 
  3,818  (    1.2) 
 42,541  (  13.7) 
  4,702  (    1.5) 

 

 
△  4.2 

△  50.6 
0.0 
0.3 

△  2.0 
△  1.5 
△  4.8 
△ 1.4 

  △ 7.6 
△ 1.8 
△ 6.5 
△  2.8 

 △  0.4 
△ 8.3 
△  3.1 
△  1.2 
△  1.7 
△ 0.4 
△  1.9 

△  14.1  

 
    13 

－ 
－ 
1 

32 
2 
6 

37 
54 
38 
4 
4 
6 
1 

17 
68 
39 
12 
31 
23 

 
     43 

－ 
－ 
7 

694 
665 
154 
823 

37,376 
824 
180 

23 
4,733 

2 
131 

1415 
4,641 

92 
1151 

382 

 
3.7 
－ 
－ 

0.0 
2.9 
8.1 
1.9 
2.6 

52.4 
3.8 

24.9 
0.6 

82.3 
0.3 
0.9 
5.6 

21.9 
2.4 
2.7 
8.1    

 (注)「分類不能の産業」の労働組合員数には、複数産業の労働者で組織されている労働組合及び 
産業分類が不明な企業等の労働組合員数を含む。 
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３  企業規模別組織の状況  
  民間企業と国公営における組合員数の構成をみると、民間企業の組合員数が 246,039 人(79.3％)、  

国公営の組合員数が 64,044 人(20.7％)となっており、前年に比べ、民間企業で 8,806 人(増減率
3.5％)、国公営で 1,688 人(同 2.6％)減少した。 

   民間企業の組合員数を企業規模別でみると「5,000 人以上」規模が 103,770 人（民間組合員数全 
体の 42.2％)で最も多く、次いで「1,000～4,999 人」規模が 49,786 人（同 20.2％)、「100～299 
人」規模が 24,144 人(同 9.8％)、「500～999 人」規模が 22,978 人(同 9.3％)、などの順となって 
いる。 

   また、前年と比べると､「5,000 人以上」規模が 6,633 人（増減率 6.0％）の減少、｢1,000～4,999 人｣  
が 893 人（同 1.8％）の減少、「100～299 人」が 764 人（同 3.1％）の減少となっている。 

                                                              
    第３表  企業規模別労働組合員数                         

企 業 規 模 組合員数 構 成 比 
対 前 年 比  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 
 
 
 

増減数 増減率 

 
①民   間       
   5 , 0 0 0 人 以 上 
   1,000～4,999 人 
       500～  999 人 
       300～  499 人 
       100～  299 人 
         30～   99 人 
         29 人 以 下 
       そ の 他 
②国 公 営       

           
人  

246,039 
103,770 
49,786 
22,978 
12,402 
24,144 
9,992 
1,522 

21,445 
64,044 

 
 79.3 
33.5 
16.1 

7.4 
4.0 
7.8 
3.2 
0.5 
6.9 

20.7 

％

( 100.0) 
(  42.2) 
(  20.2) 
(   9.3) 
(   5.0) 
(   9.8) 
(   4.1) 
(   0.6) 
(   8.7) 

       
人  △ 

△ 8,806 
 △ 6,633 

△ 893 
535 

62 
△ 764 
△ 138 

44 
△ 1,019 
△ 1,688 

      ％  
   △ 3.5 

△ 6.0 
△ 1.8 

2.4 
0.5 

△ 3.1 
△ 1.4 

3.0 
△ 4.5 
△ 2.6 

 
 合  計(①＋②)  
 

 
310,083 

 
100.0          

 

 
△ 10,494        

 

 
   △ 3.3 

 

   （注）1  (    )内の数字は、民間組合員数を 100 とした構成比である。 
        2  企業規模別欄の「その他」は、複数の企業の労働者で組織されている労働組合及び 

規模不明の企業等の労働組合である。 
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４  適用法規別組織の状況  
    適用法規別の組合員数の構成をみると、労働組合法の適用を受ける組合員 246,464 人(構成比

79.5％)で最も多く、次いで地方公務員法適用組合員が 52,815 人 (同 17.0％)、国家公務員法適用組
合員が 6,047 人(同 2.0％)、地方公営企業労働関係法適用組合員が 4,756 人(同 1.5％)、行政執行法
人等労働関係法適用組合員が 1 人 (同 0.0％)の順となっている。 

 
 第４表  適用法規別単位労働組合員及び組合員数  

適 用 法 規 組合数 構成比 組合員数 構成比 
組合員数対前年比 

増減数 増減率 

 
労 働 組 合 法 

 
行 政 執 行 法 人 等 労 働 関 係 法  

 
地方公営企業労働関係法  

 
国 家 公 務 員 法 

 
地 方 公 務 員 法 
 

    組合 
2,259 

 
1 

 
29 

 
132 

 
415 

   ％ 
 79.7 

 
0.0 

 
1.0 

 
4.7 

 
14.6 

       人 
246,464 

 
1 

 
4,756 

 
6,047 

 
52,815 

     ％  
79.5 

 
0.0 

 
1.5 

 
2.0 

 
17.0 

       人 
   △ 8,810 

 
0 
 

△ 69 
 

△ 131 
 

△ 1,484 

      ％  

△ 3.5 
 

0.0 
 

△ 1.4 
 

△ 2.1 
 

△ 2.7 

 
合   計 

 
 2,836 

 

 
 100.0 

 

 
 310,083 

 

 
 100.0 

 

 
△ 10,494 

 

 
  △ 3.3 
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５  地域別組織の状況  
   地域別に組合員数の状況をみると、全道 310,083 人の 55.7％にあたる 172,651 人が石狩振興局管内
に集中しており、次いで胆振総合振興局管内 23,382 人(構成比 7.5％)、上川総合振興局管内 22,374 人
(同 7.2％)、渡島総合振興局管内 19,076 人(同 6.2％)、十勝総合振興局管内 18,002 人(同 5.8％)の順
になっている。 
   なお、前年と比べると、石狩振興局管内で 7,577 人（増減率 4.2％）、胆振総合振興局管内で 762 人（同
3.2％）、渡島総合振興局管内で 485 人(同 2.5％)の減少となっており、十勝総合振興局では 35 人（同 0.2％）、
空知総合振興局で 28 人（同 0.2％）の増加となっている。 
 
第５表  地域別単位労働組合員数の推移  

総合振興局 
(振興局)名 

Ｒ元年 Ｒ２年 Ｒ3 年 Ｒ4 年 
対 前 年 比 

増減数 増減率 
 

合   計  
（構成比） 

  324,269
  (100.0)

  325,910
  (100.0)

  320,577
  (100.0)

 
  310,083 
  (100.0) 

       人    

△ 10,494 

       ％    
△ 3.3 

空   知 
   13,204

 (  4.1)
   12,870

 (  3.9)
   11,777

 (  3.7)
   11,805 

 (  3.8) 
28 0.2 

石   狩 
  178,538

  ( 55.1)
  183,033

  ( 56.2)
  180,228

  (56.2)
  172,651 

  (55.7) 
△ 7,577 △ 4.2 

後   志 
    9,083

 (  2.8)
    8,905

 (  2.7)
    8,661

 (  2.7)
    8,600 

 (  2.8) 
△ 61 △ 0.7 

胆   振 
   24,180
  (  7.5)

   23,987
  (  7.4)

   24,144
  (  7.5)

   23,382 
  (  7.5) 

△ 762  △ 3.2 

日   高 
    2,138

 (  0.7)
    2,014

 (  0.6)
    1,888

 (  0.6)
    1,853 

 (  0.6) 
△ 35 △ 1.9 

渡   島 
   20,411

 (  6.3)
   19,747

 (  6.1)
   19,561

 (  6.1)
   19,076 

 (  6.2) 
△ 485 △ 2.5 

檜   山 
    1,712

 (  0.5)
    1,720

 (  0.5)
    1,984

 (  0.6)
    1,638 

 (  0.5) 
△ 346 △ 17.4 

上   川 
   23,568

 (  7.3)
   23,063

 (  7.1)
   22,664

 (  7.1)
   22,374 

 (  7.2) 
△ 290 △ 1.3 

留   萌 
    2,177

 (  0.7)
    2,188

 (  0.7)
    2,117

 (  0.7)
    2,054 

 (  0.7) 
△ 63 △ 3.0 

宗   谷 
    3,434

 (  1.1)
    3,341

 (  1.0)
    3,188

 (  1.0)
    3,090 

 (  1.0) 
△ 98 △ 3.1 

オホーツク 
   13,593

 (  4.2)
   13,400

 (  4.1)
   13,110

 (  4.1)
   12,854 

 (  4.1) 
△ 256 △ 2.0 

十   勝 
   18,278
  (  5.6)

   18,016
  (  5.5)

   17,967
  (  5.6)

   18,002 
  (  5.8) 

35 0.2 

釧   路 
   11,052

 (  3.4)
   10,777

 (  3.3)
   10,515

 (  3.3)
   10,031 

 (  3.2) 
△ 484 △ 4.6 

根   室 
2,901

( 0.9)
2,849

( 0.9)
2,773

( 0.9)
2,673 

( 0.9) 

△ 100 △ 3.6 

 (注) 組合の地域範囲が 2 総合振興局（振興局）以上にまたがっている場合、組合事務所所在地の 
   総合振興局（振興局）で全組合員数を計上しているため、実際の総合振興局（振興局）管内分 
   の組合員数とは異なる。  
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６ 組合の新設、解散の状況 
  組織形態の変更等を除く実質的な新設・解散組合の動きを見ると、新設は 6 組合 454 人、解散は 56 組合 4,190 人と

なっている。 
 
７ 主要団体への加盟状況 
  全国組織の主要団体別に労働組合員数をみると、日本労働組合総連合会（連合）に 242,396 人構成

比 76.2％）、全国労働組合総連合（全労連）に 18,879 人（同 5.9％）、全国労働組合連絡協議会
（全労協）に 122 人（同 0.0％）が加盟している。 

  また、道内における地方組織の団体別では、日本労働組合総連合会北海道連合会（連合北海道）に 225,428 人（全体

の 72.7％）、北海道労働組合総連合（道労連）には、14,479 人（4.7％）が加盟している。 

 

第６表  全国組織系統別組合員数 

組  織  系  統 組 合 員 数 
対  前  年  比 

構 成 比 
増 減 数 増 減 率 

【全国組織系統別】 

① 連 合 

② 全 労 連 

③ 全 労 協 

そ の 他 （ 無 加 盟 組 合 含 む ） 

人  

242,396  

18,879  

122  

56,746  

人  

△ 8,264 

△ 1,361  

△ 8  

△ 1,008 

 ％  

   △ 3.3  

△ 6.7  

△ 6.2  

△ 1.7    

％ 

76.2  

5.9  

0.0  

17.8  

合     計 310,083   

【地方組織系統別】 

連 合 北 海 道 

 

道 労 連 

そ の 他 （ 無 加 盟 組 合 含 む ） 

 

225,428  

《   226,938》 

14,479  

70,176  

 

 △ 8,205  

《 △ 8,205》 

△ 1,237 

△ 1,068   

 

△ 3.5  

《 △ 3.5》 

△ 7.9  

△ 1.5  

 

72.7  

 

4.7  

22.6  

（注）１ 「地方組織系統別」の組合員数には、地方組織を構成する単一労働組合の直轄組合員（単位組合に属さず、

直接本部等に属する組合員）が含まれているため、「全国組織系統別」の組合員数と一致しない。 

   ２ 「地方組織系統別」内の《 》の数値は、海員組合員数を含めた数である。 

   ３ 複数の主要団体に加盟している労働組合は、それぞれの主要団体に重複して集計していることから、主要 

団体別の労働組合数及び労働組合員数を合計したものは、総計とは必ずしも一致しない。  
 


